
  　 　 　 　 　 　 　 　       

1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予
算
額

前年度繰越

5,045 4,963 5,095 5,262

5,046 4,964 5,095 5,262

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

　地域福祉計画策定の推進については、平成26年度以降も市町村に対し働きかけを行っていく。
　住民支え合い活動協力員の養成については、平成25年度をもって終了とした。

目標に対
する成果
の状況

　地域福祉計画策定市町村数については、新たな計画策定の依頼を行ったが、進捗しなかったため、目標を下回った。
　住民支え合い活動協力員については、その活動を活性化させることを優先課題として研修を実施したため、新たな設置には至らなかっ
た。

 概算事業費（B（A）+C） 12,568 12,404 12,667 13,001

2,477 2,477

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

Aの
財源

9,927 10,190

概　算
人件費

0.30 0.30 0.30 0.30

2,477

10,091 9,927 10,190

2,477

事務局運営費 補助金

9,917 9,969 10,524

合計（A) 10,091 10,524

33
市町村

25年度 26年度

当初予算 10,074

補正予算 17 10 221

住民支え合い活動協力員の
養成

補助金

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績
H25 H26

（当初） （決算） （当初）

地域福祉計画策定の推進 補助金
・検討会(3地区・各3回)、フォーラム(1回)の開催
補助先（社会福祉法人　長野県社会福祉協議会）

592 490 574

・協力員を対象とする研修(県内4地区、各1回)の開催
・検討会(県内4地区、各2回)の開催
補助先（社会福祉法人　長野県社会福祉協議会）

215

県が関与
する理由

目指す姿

現状

県でなければ実施不可（その他）

県民との協働による実施： 可能

【左記の説明、根拠法令等】

国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的であるため。
社会福祉法第107条及び第108条(地域福祉計画)、セーフティネット支援対策等事業費補助金交
付要綱、社会福祉活動振興事業補助金交付要綱

課・室 地域福祉課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

10,524

　市町村が策定する地域福祉計画に対し、計画策定に係る支援を行うとともに、地域づくりや地域活動を行う住民の掘り起こしなど、計画
的・総合的に地域福祉の実践が行われるモデルを構築する。

　災害時住民支え合いマップづくりを進めた結果、9割を超える市町村がマップ策定に取組み、災害時要援護者の避難者支援、地域の支
え合い活動への意識醸成などの成果が得られた。一方で、地域福祉計画を策定する市町村は、４割ほどにとどまっている。

成果目標の達成状況

項目

地域福祉計画
策定市町村数

住民支え合い活動
協力員設置市町村数

事業番号 05 04 09 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 住民支え合い活動支援事業 担
当
課

部局 健康福祉部

３　福祉を支えるサービス体制の充実 実施期間 H20 ～

45
市町村

33
市町村

未達成

未達成
28

市町村
40

市町村
28

市町村

○市町村地域福祉計画の策定　　45市町村
○住民支え合い活動協力員の養成

Ｈ25 H26
目標

H24末
（実績） 目標 成果 達成状況

42
市町村

―

317 0

・事務局の運営
補助先（社会福祉法人　長野県社会福祉協議会）

9,162 9,383 9,950

合計 9,969 10,190


